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凡　例

＜本書の構成＞

・本書は、「基本法令」「規則、規程」「基本通知」及び「参考法令等」から

なっており、巻末には、読者の利用の便に供するため「索引」を付した。

《基本法令》では、「独立行政法人日本スポーツ振興センター法」「同法施

行令」など当センター設立の根拠となる法令等を掲げた。次いで《規則、

規程》では、「独立行政法人日本スポーツ振興センター組織運営規則」「同

災害共済給付契約約款規程」などの「内部規程」を掲げ、《基本通知》で

は、「重大な過失等の場合に関する運用基準について」「単位制による課程

を置く高等学校の同課程に在籍する生徒等のセンターへの加入について」

など「実際の運用の指針」とされる通達等を収録した。

＜法令等の掲載方法＞

・冒頭に「法令名」を掲げ、その下に「制定年月日・公布番号」と直近での

改正年月日を「最近改正」として掲げ、各条では、条文見出し、条番号、

項番号、号番号の順で示した。

・各法令等の「最近改正」は、下記＜収録法令等の内容現在＞に示した内容

現在日時点で施行されている改正法のうち、直近のものを表示した。

・これを具体例で示すと、次のとおりである。

独立行政法人日本スポーツ振興センター法

平成１４年１２月１３日法律第１６２号

最近改正：令和４年６月２２日法律第７７号

（業務の範囲）

第１５条　センターは、第３条の目的を達成するため、次の業務を行う。

一　その設置するスポーツ施設及び附属施設を運営し、並びにこれらの施設を利用

してスポーツの振興のため必要な業務を行うこと。

二　スポーツ団体（スポーツの振興のための事業を行うことを主たる目的とする団

体をいう。）が行う次に掲げる活動に対し資金の支給その他の援助を行うこと。

イ、ロ　〔略〕



三～十　〔略〕

２　センターは、前項に規定する業務のほか、当該業務の遂行に支障のない範囲内で、

同項第１号に掲げる施設を一般の利用に供する業務を行うことができる。

・「附則」は「制定附則」「改正附則」の順で収録し、改正附則には「制定年

月日」「公布番号」を付していつの改正かがわかるようにした。

＜条文等の省略＞

・本則中の条文が省略されているものについてのみ題名の後に（抄）と表記

し、公布文、制定文等を省略した場合には（抄）の表示をしていない。

一方、附則、改正附則で施行期日のみ掲げ、それ以外のものを省略した

場合には 抄 と表示した。

＜本文中への注記＞

・本書では、基　規　〔 〕参に分類して、原則として「号」単位で参照法令を掲

げた。

・各アイコンは下記を意味している。

基＝根拠条文が「基本法令」中にあるもの

規＝根拠条文が「規則、規程」中にあるもの

〔 〕参＝根拠条文が「参考法令等」中にあるもの

＜収録法令等の内容現在＞

本書の内容は、令和５年８月１日時点で施行されている条項を収録してあ

る。

したがって、その時点で未施行の部分については、これを反映していない。

ただし、「独立行政法人日本スポーツ振興センター災害共済給付の基準に

関する規程」及び「同障害等級認定の基準に関する規程」については、令和

５年１２月４日時点の内容を掲載した。
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